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●研究ノート
大都市における災害時の高齢者の見守り活動支援の構築についての一考察
　　　　　　一東日本大震災時の墨田区の高齢者見守り活動を通して一
　　　　　　　　　　　　東洋大学福祉社会デザイン研究科　社会福祉学専攻　博士後期課程
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高村　弘晃
（元）東洋大学福祉社会開発研究センター客員研究員（墨田区たちばな地域包括支援センター相談員）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山田　理恵子
　高齢者の社会的孤立が深刻化する中で、高齢者
の見守り活動が各地で行われているが、多くは平
常時を前提として活動の構築がされている，しか
し、2011年3月に発生した東日本震災では、東京を
はじめとした大都市部では比較的被害が少なかっ
たが、通信網の断絶や交通網の大混乱による大量
の帰宅困難者の発生や原発事故による放射能拡散
の影響などにより、地域社会の混乱は長期化した。
このような事態において、災害時の虚弱な高齢者
の見守り活動の必要性が再認識された。
　本稿では、東京都墨田区のB地域包括支援セン
ターとB高齢者みまもり相談室の震災対応記録に
基づき、震災発生時から1ヶ月後までの対応につ
いての分析を行い、課題を明らかにすると共に、
災害時の見守り活動について考察を行った。
　この結果、高齢者情報の流れを安定的に確保す
ることと、災害時の変化が激しい状況に対応する
ために見守りトリアージの内容を状況に応じて変
更することの必要性が明らかとなったt
　加えて、効果的な見守り活動を展開するための
見守り活動の実践上の課題と対応策の提示を行っ
た。
キーワード：震災、見守り活動、情報、見守りト
リアージ
1．研究の目的
　高齢者の社会的孤立が深刻化するなかで、高齢
者の見守り活動の重要性は増している。墨田区で
は現在、地域で孤立する高齢者を発見し、地域包
括支援センターごとに「高齢者みまもり相談室」］
を設置し、地域包括支援センターと連携しながら、
ひとり暮らし高齢者の見守り活動支援を行ってい
る．
　この活動支援では、高齢者に身近な地域の中に
相談支援拠点を設けて対応している。これにより
地域の中の高齢者の生活実態を適切に把握するこ
とが可能となるとともに、高齢者を見守る近隣住
民への支援も容易に行うことができる。相談室の
機能には、「在宅高齢者の生活実態の把握・見守り」
と「地域の組織・住民と連携した高齢者見守り」
がある．この2つの機能を通して、孤立している
高齢者を発見し、見守りトリアージ21を基準にし
て高齢者の状況を判断し、支援を行う．
　具体的には、地域の住民等へのみまもり活動事
業の周知と理解、「すみだ見守りネットワーク事業
見守り協力員」3）等の協力依頼、民生委員との連
携を行い、行政のもつ情報と地域の情報を突き合
せて全数実態把握を行い、迅速な支援に結びつけ
ている．また、相談員は「見守りトリアージ」（図
表1）を基準として、支援の緊急度を判断し、必
要に応じて、介護サービス等の継続的な支援を要
見守りトリアージの内容
・重度…本人または家族に認知症や知的障害、精神障害等
の疾病や障害があり、判断が十分にできない、かつ、一消
費者被害にあっている」「自宅内で倒れている可能性があ
る一等身体、生命及び財産等に危機が生じている可能性
が高く、早急な介入が必要である．
・中度…疾病や障害、認知症等により生活に支障をきたし
ており、何らかのサービスや支援が必要な状況になって
いる、もしくは疾病や障害がなくとも地域から孤立して
おり、実態が把握しづらく、生活に支障も生じており、
常時の見守りが必要である
・軽度・現在は何とか生活はしており、地域や家族とのつ
ながりもあり、実態は把握しやすい．疾病や障害、認知
症等があり、生活に支障をきたす状態に陥りやすい状態
である
・非該当…上記に該当しないが本人が見守りを希望している
※非該当一軽度者の支援は相談室が主に関わり、中度一重
　度者の支援は地域包括支援センターが主に関わる．
図表1　見守りトリアージの内容
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する高齢者を地域包括支援センター等の他機関に
つなげている。（図表2）
　　　　　　　凍洋大学福祉社会開発研究センターP335ノ
図表2　高齢者支援の流れ図
　しかし、2011年発生した東日本大震災では、墨
田区では物的な被害は他地域に比べて少なかった
が、震災による通信手段の断絶や交通機能のマヒ
などが発生し地域社会が大きく混乱した。これに
より多くの虚弱な高齢者が一時的に社会的孤立状
態に陥ったため、地域包括支援センター及び相談
室では、地域の高齢者の安否確認を実施したが、
それまでの見守り活動支援は平常時を前提として
構築されたものであり、震災のような災害時の対
応は想定していなかった．
　震災時における高齢者の見守り活動については、
松原一郎が兵庫県の阪神淡路大震災の検証作業4
において、震災直後の初動期に民生委員が要援護
高齢者の安否確認において果たした役割の大きさ
に言及しているcまた、白澤政和らは阪神淡路大
震災の状況を指して、「要支援・介護高齢者を身近
に相談・支援するシステムがほとんどできていな
かった．」°，と指摘している，つまり、1995年当時
はフォーマルな資源である公的な機関において要
援護高齢者の所在等の実態把握とそれと連動した
高齢者支援のシステムが構築されていないため、
インフォーマルな資源である民生委員によって行
われた要援護高齢者の安否確認作業の結果、実態
を把握された高齢者に対して、適切な支援を行う
ことが困難な状況であったと考えられる。
　これに対して、2004年に発生した新潟県中越地
震では介護保険制度のケアマネージャーやヘル
パーなどの介護事業者が震災発生直後から積極的
に担当する高齢者の安否確認を行い、必要に応じ
て医療や福祉の支援に結びつけた。6ケアマネー
ジャー等のフォーマルな資源がケアプランを通じ、
支援者間のネットワークを構築していたことから
迅速な対応が可能になったものである。加えて、
被災地が大都市部と比べ、住民同士のインフォー
マルな関係性が密な地域であると考えられる農村
部が多かったことも迅速な対応が可能であった要
因として考えられる，
　以上の2つの震災の対応事例から、災害時にはイ
ンフォーマルな社会資源とフォーマルな社会資源
が相互に連携し、協力して対応することが迅速な
支援のために必要であるということがわかってき
た。しかし、単に相互に連携して、協力して対応
するだけで、災害時における支援が十分に行われ
るものであろうか．災害時は、平常時とは異なり
社会は混乱し、支援者間の連絡調整や情報の交換
もままならないまま、事態は刻々と変化していく。
このような変化の激しい状況では、平常時とは異
なった見守り活動支援が必要であると考えられる。
　本論では、このような認識のもと、東日本大震
災時に発生した状況を分析し、災害時の見守り活
動支援システムの構築に関する課題の整理を行い、
災害時の見守り活動が迅速に展開するための理解
を進めたい。
2．研究の方法
　課題の整理にあたっては、フォーマルな資源で
ある地域包括支援センター及び地域住民の見守り
活動を支援する組織である高齢者みまもり相談室
の動きと、インフォーマルな資源である民生委員
等の動きを見守り活動の主要な柱となる「情報の
流れ」と「見守りトリアージ」の2つの視点から分
析した，t
　なお、分析対象の記録としては、墨田区のB地域
包括支援センターとB高齢者みまもり相談室が震
災時の対応について共同で記録した業務記録を対
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象とした．この2つの組織は、おのおの独立して設
置されているが、同一社会福祉法人が区の委託を
受けて運営しており、日頃から連携して見守り活
動支援を行っている。使用した記録は、震災発生
時～1ヶ月以内のものである。
（1）情報の流れについて
　見守りにおける情報の流れの基本は、援助や支
援を自発的にもとめないか、求めることが困難な
高齢者（社会的に孤立している高齢者）を発見し、
援助につなげていくための情報を援助者が獲得し、
援助者間で共有化する仕組みである。この援助者
には、福祉の専門家や民生委員に限らず、近隣住
民も含まれる，
（2）見守りトリアージについて
　　平常時の見守り活動の対象者は、通常の日常
生活を送っている人々あるいは高齢者ではなく、
「虚弱」（バルネラブル）な人々8である。しかし、
震災時では健常な人も被災者となる可能性があり、
誰しも見守り活動の対象者となるため、平常時と
は異なった見守りトリアージが求められる，
3．分析内容
（1）事実の概要
①震災当日
　2011年3月11日午後2時46分東日本大震災発生。
高層団地やマンションではエレベーターが止まり、
自室に帰れない高齢者が続出。上層階では家具の
転倒、食器が落ちて割れるなど被害があった。道
路は大渋滞．電話は不通になった。区とは震災発
生直後から連絡がとれなくなった。その後、区と
の情報交換は、NTT専用回線を使用した区と地域
包括支援センターとのコンピュータシステムの共
有ファイル機能を使い行われるようになったが、
電話によるものと比べて情報の絶対量は少ないた
め、最低限必要な情報のやり取りになった．また、
見守り活動の担い手となる民生委員との連絡がつ
かなくなり、加えて当日は東京都において民生委
員の地区会長を対象とした研修会が開催されてお
り、民生委員の指導層も不在であった，
　このような中でも、民生委員、近隣住民、町会・
自治会、ケアマネージャー、ヘルパーなどがそれ
それ自らの判断で安否確認を行った。B地域包括支
援センターにおいても、地震発生直後より独自の
判断で「ひとり暮らし」「高齢世帯でかつ災害時の
判断が難しいと思われる世帯」「日中ひとり暮らし
で、家族が帰宅困難になった場合、災害時の自己
判断が難しいと思われる方」の高齢者167名の安否
確認を行った一
　その後、地震のショックで亡くなった可能性が
ある高齢者がいるとの連絡がヘルパー事業所から
入り、区に報告した。
②震災翌日～1週間
　福島の原発事故の影響による計画停電に備えて、
在宅酸素使用の高齢者に対して、受け入れ病院の
情報提供を行う。また、連日報道される被災地の
ニュースで精神が不穏となり、俳徊が頻発する認
知症高齢者や精神的なストレスから血圧が上がり、
ひきこもりがちとなる高齢者が続出した。また、
ガソリン不足と物資不足で配食サービスが中止の
危機に陥った。さらに、消費者による必要以上の
買占め行為で高齢者の食材の確保が困難になった。
　一方、震災当日のショック死の情報を得て、区
では急遽、民生委員と町会・自治会の協力を得て
65歳以上の高齢者の安否確認を行うことになった。
民生委員に対して新しい名簿が渡されたが、地震
直後に安否確認を完了した町会・自治会や民生委
員もあり、二重の対応をすることとなった，そし
て、安否確認の対象が65歳以上と設定されたため、
就労している高齢者も多く、未確認者が続出した．
③震災後1週間～2週間
　東北、関東エリアの農作物に対する放射能汚染
等、食の安全に対する不安が報道され、高齢者の
間で食材の購入に不安を感じる相談等が続出し、
情報提供等を行うこととなった。また、震災時の
安否確認作業から高齢者の防災対策が十分ではな
いことが明らかになったrそのため高齢者が近隣
者から勧められて、家具転倒防止器具やガラス飛
散防止フィルム、緊急通報システム等への申請希
望が大幅に増加し、区では対応が追いつかない状
況が続いた．また、虚弱な高齢者ほど、備蓄食糧
や水、懐中電灯、乾電池等の備えが十分ではない
ことがわかり、地域包括支援センターが個別訪問
や老人クラブ等への出張指導等で情報提供に努め
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たが、製造ラインが途絶えたことによる水や乾電
池等の物資不足が続いたため、そのまま購入せず
に現在に至る高齢者も多いと思われる．
（2）情報の流れと見守りトリアージ要素の視点
　から見た状況
　以上のことを「情報の流れ」と「見守りトリアー
ジ」の視点から再整理した．（図表3）
①震災当日の状況について
　情報の流れの視点では、震災発生後、通信障害
により行政や各援助者との連絡がとれなくなり、
かつ民生委員の地区の代表者も研修会で不在で
あったことから、現場をまとめるリーダーがいな
いために、全体的な見守りの統制が取れなかった，
また、援助者間の情報の流通ルールがなかったた
めに情報が各援助者に滞留し、集約されず活用さ
時系列 情報の流れ 見守りトリアージの要素
・行政の通信手段の途絶え ・高齢者本人
・震災30分後、地域包括支援センターが独自 独居、高齢世帯の安否確認
の判断で安否確認を開始した一 ・住環境
・地域包括支援センターとのイントラを使っ 建物や家具等の破損状況
た情報共有 高層階集合住宅のエレベーターの稼動状況
・民生委員地区長が都庁で研修中，連絡がと ・介護者の帰宅困難性確認
れず。 介護者不在時の食と介護の確保
・地域住民、町会、ケアマネージャー、ヘルパー、 ・交通手段
地域包括支援センターがそれぞれに安否確 高齢者が自宅に戻るまでの交通確保
震災当日
認を開始したため、同じ高齢者に何度も訪
竄ｪ行く人、全く訪問がない人など格差が
救急車出動が困難な状況下での緊急対応者
ﾌ状態把握
生じた。 ・通信手段
地域住民は「友人や知り合い」の安否を、 緊急通報システム未稼動による利用者への
町会は「町会員」の安否を、民生委員は「要 復旧対応、安否確認
援護者リスト対象者（障害手帳1～2級、要 ・その他
介護認定3以上）」、ケアマネージャーとヘル 集合住宅でのガス器具の復旧対応等
パーは「契約利用者」、地域包括支援センター
は把握している「独居・高齢世帯」であっ
たため、重複する高齢者が発生したのであ
る，
・区では急遽、民生委員と町会・自治会が協 ・高齢者本人
力して65歳以上の高齢者の安否確認を行う 不安やうつ等の精神症状
ことになった。民生委員に対して新しい名 認知症高齢者の不穏
簿が渡されたが、発災直後に安否確認を完 ・物流状況
～1週間
了した町会・自治会や民生委員もあり、二
dの確認をすることとなった。そして、安
買占めによる食の確保の困難
J店時の混乱による事故
否確認の対象が65歳以上と設定されたため、 ・ガソリン不足
就労している高齢者も多く、未確認者が増 デイサービスや配食サービス等のサービス
加した． 停止によるライフラインの確保
交通手段が途切れることでの医療等の確保
防災対策が不十分
備蓄品、水、懐中電灯、乾電池等の確保、
～1ケ月 転倒防止器具、ガラス飛散防止フィルム等
の設置をしていない者が多い．
（図表3）時系列から見た情報の流れと見守りトリアージの要素
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れなかった，
　この結果として、一日に何回も安否確認の訪問
を受けた高齢者がいる一一方で、全く誰も安否確認
に来ない高齢者がいるなどの見守り活動の偏りが
生じた．
　見守りトリアージの視点では、当日は本人の安
否確認や建物の破損、食と介護の供給不安、救急
車の出動困難、緊急通報システムの不通等、本人
の身体や生命の危機に関する要素が必要であった．
②翌日から1週間の状況について
　情報の流れの視点では、翌日から一週間にかけ
ては、民生委員と町会自治会役員の全面的な協力
のもと、65歳以上の高齢者の安否確認行動が一斉
に行われ、一定の成果を得た。しかし、すでに見守っ
た人も対象となり、就労者の安否確認が取れない
という理由で未確認者が多数に上るといった情報
の信頼性の低下をもたらす事態が明らかになった。
また、見守りトリアージの視点では、精神症状へ
の対応、食調達の困難、混乱による怪我、介護サー
ビスの休止、医療サービスの供給困難など、生活
の中で環境の変化に付随する困難さを把握するこ
とが必要であった。
③その後～1ヶ月の状況について
　震災による物的損害が少なかったため、地域社
会の正常化とともに防災意識の低下による防災対
策の遅れが目立ってきた。
4．災害時の見守り活動支援の考察
　今回の震災では見守り活動にいくつかの問題点
が明らかとなった，第1は、災害時の情報流通の
ルールが確立されていなかったため、特定の高齢
者に対して複数の人が重複して安否確認が行うと
いった見守り活動の非効率さが生じた，第2には、
平常時の高齢者の実態把握が不十分で、大量の未
確認者を出すなど記録の不完全さが明らかとなっ
たそして、第3には、情報の収集にあたって情
報の取捨選択の判断基準となる見守りトリアージ
の内容が、震災直後は安否確認を中心に、その後
の地域社会が安定化していく中で生活の継続性を
中心に置いたものへと変化しているのに、対応し
ていなかった一
　このような問題点を解決し、災害時の見守り活
動を効果的に構築するためには、どのような仕組
みが必要であろうか。情報の流れとトリアージ要
素の視点から災害時の見守り活動の構築について
検討した，
（1）情報の流れの視点
　情報の流れの視点から考察すると、情報の種類
は見守り活動における主体ごとに内容が異なって
いる。（図表4）
関係機関 収集する情報の種類
ケアマネージャー、ヘル
pー、デイサービス等の
諟?宴Tービス提供事業所
介護契約利用者の情報
民生委員
「要援護者リスト」対象
ﾒ、「高齢者名簿」対象
ﾒのうち民生委員として
c握している高齢者
地域包括支援センター
契約利用者（介護予防プ
宴刀A二次予防事業プラ
桃?ｬ者）
町会、自治会 上記以外の町会員
高齢者みまもり相談室
上記以外の独居、高齢世
ﾑ（日中独居含む）
宅配事業者 宅配先の情報
（図表4）情報収集の役割分担
　ケアマネージャー等の介護事業関係者は利用者
情報、民生委員は行政から提供された高齢者名簿
情報、地域包括支援センターは介護i予防プラン等
の利用者情報、町会・自治会は地域の情報、宅配
事業者は宅配先情報、そして相談室はひとり暮ら
し高齢者情報である。
　これらの情報を震災発生時に短時間で集約し、
見守りの情報の流れを確保するためには、行政と
の連絡が途絶えた際に地域の中に情報の拠点をお
いて、安否確認等の情報が効率よく、かつ網羅的
に収集し、支援に結びつけることができるような
取り組みを行うコーディネイトの機関を置くこと
が必要であるr例えば、各援助者は、報告は地域
包括支援センターに行ない、コンピューターネッ
トワークを利用して行政に報告する。全ての情報
は地域包括支援センターで集約し、安否の確認が
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出来ない高齢者の情報を高齢者みまもり相談室に
伝え、随時相談室が確認する，支援が必要な場合
には、支援者との調整を行うといった役割分担を
行い、情報が重複しないようにする．
（2）見守りトリアージの要素の視点
　見守りトリアージの要素も、状況の変化に伴い
安否確認のような身体の安全確認から生活面に重
点を置いた要素に変化している。1回目が身体の
安否などの緊急性の高い要素が多いのに対して、
2回目は精神症状への対応や買占めなど生活経済
への影響の要素が多くなっている，（図表5）
①：高齢者本人の心身の
　安否
②建物等の破損
③帰宅困難
④食と介護の供給不安
⑤救急車出動困難
⑥緊急通報の不通
⑦ライフラインの不通
①精神症状への対応
②食調達の困難
③混乱による怪我
④介護サービスの休止
⑤医療サービスの供給
　困難
（図表5）見守りトリアージの要素
　よって、可能であれば複数回に分けて実態調査
を行い、状況の変化を的確に捉え、見守りトリアー
ジの内容を変更しながら、適切な支援に結びつけ
る必要がある。期間的には、実態調査の1回目を「震
災時から初回安否確認終了時」とした場合、2回目
は「初回安否確認終了時～1週間」とする一
5．見守り活動の実践上の課題と対応策
　このように災害時の見守り活動の構築の方向性
は整理できたが、災害時の見守り活動を効果的な
ものとするためには、実践面において平常時に解
決して置かなければならない課題があり、その対
応策も検討する必要がある，
（1）震災を念頭に入れた平常時の見守り活動
　日頃の見守り活動を通して、平常時から災害時
の連絡先確認や防災対策のチェック（備蓄品の準
備や家具転倒防止などの対策の有無）を高齢者が
行えるように、町会・自治会などに働きかけるこ
とが必要である，
（2）平常時からの情報共有化
　現在、墨田区では民生委員のもつ情報と地域包
括支援センターがもつ情報は共有する方向で整備
が進んでいるが、介護サービス提供事業所の契約
利用者の所在等の収集、それに伴う個人情報の取
り扱いに対する法的手続き等の基盤整備は未ださ
れていない状況である．事業所の管理者のなかに
は、「行政が法的手続きを整えてくれれば、協力し
たい」と申し出る者もいるということなので、早
急な対応が求められている。また、災害時の連絡
先などの情報については事前に本人同意を経て、
高齢者みまもり相談室や地域包括支援センターに
配置されている区とのオンラインシステムに入力
し、いざという時に相談室や地域包括支援センター
が情報を取り出せるようにすることが重要である。
万が一、地域や事業所が壊滅的な被害を受けた際
に、安否確認を代行できる体制整備のためにも関
係機関の平常時からの情報共有が必要である。
（3）ネットワーク訓練の実施
　現在、地域の防災訓練は地震の際の器具の取り
扱いや避難場所への誘導訓練等が中心であるが、
加えて、区主導のもと、地域包括支援センター、
高齢者みまもり相談室、町会自治会、民生委員、
介護サービス提供事業所等が情報収集を中心とし
たネットワーク訓練を行うことが求められている。
平常時から繰り返し訓練を行うことによって、災
害時に情報が流通するしくみが実質的に現場で機
能するといった効果が期待できる．また、問題点
があれば事前に解決することができるrこれらの
課題を克服していくためには、行政が災害時の見
守り活動に対するビジョンを住民に示しながら、
各機関に協力を要請し、互いの連携を強化するた
めの中心的な役割を果たしていく姿勢が求められ
ている．
6．まとめ
　本論では、震災時の対応記録を「情報の流れ」
と「見守りトリアージの要素」の2つの視点から
分析した結果、社会的孤立の深刻化や見守りトリ
アージの要素の急激な変化が見られた，これは平
常時には想定されなかった事態であり、災害時の
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状況に対応した見守り活動の必要性が痛感される
ものであった。
　また、実践上の課題と対応策としては、平常時
の見守り活動でも震災を意識し、情報の共有化、
ネットワーク訓練の実施に努めることが必要であ
る。
　墨田区は、町会加入率が比較的高い地域である
ことや地域包括支援センターとは別に見守りの専
門機関を置いているなど、区が主体となってみま
もり活動支援を行っているという地域の特殊性が
あるため、他地域と比べて高齢者の見守り活動に
ついては取り組みやすい環境が整っていると考え
られる。しかし、このような墨田区の取り組みは、
平常時から震災を意識し、フォーマル及びイン
フォーマル情報を地域包括支援センター等の地域
拠点に集めるしくみづくりと、日頃から関連機関
と情報を共有化してゆくという点で、他自治体に
おいても共通の取り組み事項であると考えられる．
　東日本大震災から一年が過ぎ、未だ復興が進ま
ない東北の状況があるにもかかわらず、被災地か
ら離れている私たちにとっては、すでに以前と変
わらない生活が繰り広げられている，震災地で亡
くなった多くの犠牲者のいのちを無駄にしないた
めにも、震災から学ぶべき教訓を忘れず、次には
同じことを繰り返さない制度やしくみを創ってい
く責任があると感じている。
　興10年総括検証・提言報告』兵庫県復興10年委
員会
5）岡田直人、白澤政和ほか（2006）「新潟県中越
大震災における要支援・介護高齢者に対する危
　機管理の実態と課題」『老年社会科学』第28巻第
　1号
6）白澤（2006）
7）東洋大学福祉社会研究センター編（2011）『地
域におけるつながり・見守りのかたち」中央法
　規P340－343
8）東洋大学福祉杜会研究センター編（2011）P302
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（注）
1）高齢者みまもり相談室は、地域における見守り
　活動拠点及び相談窓口として、墨田区が
東京都シルバー交番設置事業補助を活用して設置
　したもの．区内8箇所の地域包括支援セ
ンターに併設されている．
2）見守りトリアージとは、見守りが必要な高齢者
への支援の緊急度を判断するための指標
を意味する。
3）見守り協力員は、見守り活動を住民の自主活動
　として行うことを目的として設置されたボラン
　ティアであり、特定の高齢者を定期的に訪問し、
　相談室と連携して支援にあたる．
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